
総会 

議案第３号 

 

中国地区土地政策推進連携協議会規約の改正について 
 

     別紙のとおり改正する 

 

 ＜改正理由＞ 

      本協議会は、平成３１年２月に「中国地区所有者不明土地等連携協議会」として発足

し、令和４年の所有者不明土地法改正に伴い名称を「中国地区土地政策推進連携協議

会」とし、地方公共団体が行う用地業務及び土地政策に関する支援を行ってきたとこ

ろです。 

   そのような中、昨年６月の通常総会において、本協議会をより機能的なものとし、

市町村のニーズに合わせた積極的な活動を行う組織としていくことが了承され、昨年

度のワーキンググループ等において検討を行い、そのための方策を次のとおり取りま

とめました。 

 

   ①会長の職務を代行する副会長を新設し、より機能的な組織とする。副会長には、

中国地方整備局用地部長をあてる。 

   ②幹事会の座長を各自治体への働きかけや講演会・講習会など直接実務に携わって

いる中国地方整備局用地補償・土地調整管理官に変更し、市町村のニーズに合わ

せた積極的な活動を推進する。 

   ③構成員同士の情報交換や支援ニーズの把握の場として、既存の各県ごとのワーキ

ンググループに本協議会構成員である行政機関、関係団体及び市町村を加えたワ

ーキンググループ連絡会を開催し、スムーズな連携と積極的な活動を推進する。 

    

これらのうち、①の副会長の新設について、規約の改正が必要となるため。 

 

また、日本行政書士会連合会中国地方協議会会長が改選により広島行政書士会会長

から岡山行政書士会会長に交代したため、構成員名称を「岡山県行政書士会会長」に

変更すべきところですが、交代の都度、規約の改正が必要となることから、構成員名

称を「日本行政書士会連合会中国地方協議会会長」に変更します。 
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中国地区土地政策推進連携協議会規約 新旧対照表 

 

  ※赤字下線部分が今回改正箇所                                             

 

改正 

 

現行 

 

中国地区土地政策推進連携協議会規約 

 

（名称） 

第１条 本会は、中国地区土地政策推進連携協議会と称する。 

 

（目的） 

第２条 本会は、「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成３０年法律第４９

号。以下「所有者不明土地法」という。）」の適正かつ円滑な施行を図り、地方公共団体が行う事

業用地の取得又は使用に係る業務（以下「用地業務」という。）及び土地の適正な管理等の土地政

策（以下「土地政策」という。）に関して、関係する行政機関及び団体が連携して支援等を行うこ

とにより、当該業務の円滑な遂行に寄与することを目的とする。 

 

（活動） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行う。 

 一 所有者不明土地法に関する施策・取組の情報共有 

 二 所有者不明土地問題の解決に向けた取組の情報共有 

 三 地方公共団体からの相談体制の構築 

 四 地方公共団体の用地取得の隘路の解決に向けた事例紹介や解決策の提案 

 五 用地業務及び土地政策に関する専門家等の活用を図っていくための方策の提案 

 六 構成員等による講習会や講演会等の開催 

 七 前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要なこと 

 

（構成員及び準構成員） 

第４条 本会の構成員は、別表１に掲げる者及び総会で加入を認められた者とする。 

２ 準構成員は、中国地方整備局の管轄区域（鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県）の市

町村（岡山市及び広島市を除く。）及び林野庁とする。 

 

（役員） 

第５条 本会に、次の役員を置く。 

   会 長  １名 

   副会長  １名 

２ 会長は、国土交通省中国地方整備局長をもってこれにあてる。 

３ 副会長は、中国地方整備局用地部長をもってこれにあてる。 

 

 

 

中国地区土地政策推進連携協議会規約 

 

（名称） 

第１条 本会は、中国地区土地政策推進連携協議会と称する。 

 

（目的） 

第２条 本会は、「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成３０年法律第４９

号。以下「所有者不明土地法」という。）」の適正かつ円滑な施行を図り、地方公共団体が行う事

業用地の取得又は使用に係る業務（以下「用地業務」という。）及び土地の適正な管理等の土地政

策（以下「土地政策」という。）に関して、関係する行政機関及び団体が連携して支援等を行うこ

とにより、当該業務の円滑な遂行に寄与することを目的とする。 

 

（活動） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行う。 

 一 所有者不明土地法に関する施策・取組の情報共有 

 二 所有者不明土地問題の解決に向けた取組の情報共有 

 三 地方公共団体からの相談体制の構築 

 四 地方公共団体の用地取得の隘路の解決に向けた事例紹介や解決策の提案 

 五 用地業務及び土地政策に関する専門家等の活用を図っていくための方策の提案 

 六 構成員等による講習会や講演会等の開催 

 七 前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要なこと 

 

（構成員及び準構成員） 

第４条 本会の構成員は、別表１に掲げる者及び総会で加入を認められた者とする。 

２ 準構成員は、中国地方整備局の管轄区域（鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県）の市

町村（岡山市及び広島市を除く。）及び林野庁とする。 

 

（会長） 

第５条 会長は、国土交通省中国地方整備局長をもってこれにあてる。 

２ 会長は、本会を代表し、会務を統括する。 

３ 会長に事故等があり職務を遂行することができないときは、あらかじめ会長の指名する者が職

務を代行する。 
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 ※赤字下線部分が今回改正箇所                                              

 

改正 

 

現行 

 

（役員の職務） 

第６条 会長は、本会を代表し、会務を統括する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故等があるときは、その職務を代行する。 

 

（総会）                                        

第７条 総会は、通常総会及び臨時総会とし、会長が招集する。なお、構成員をもって構成する。

２ 通常総会は、毎年１回会長の定める時期に開催する。 

３ 臨時総会は、会長が必要と認めるときに開催する。 

４ 会長が必要と認めるときは、準構成員等の構成員以外の者に出席を求めることができる。 

５ 本規約の改正及び構成員の加入その他本会の会務に関する重要な事項については、総会で決定

する。 

 

（幹事会） 

第８条 総会の下に幹事会を置く。 

２ 幹事会の構成員は、会長が指名する。 

３ 幹事会の開催は、必要に応じて会長が決定する。 

４ 会長が必要と認めるときは、幹事会構成員以外の者に出席を求めることができる。 

５ 幹事会は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 本会の活動内容の調整及び執行に関する事項 

二 総会に提出する事案に関する事項 

三  総会が幹事会に委任した事項 

四 前各号に掲げるもののほか、会務の執行に関する事項 

 

（ワーキンググループ） 

第９条 幹事会は、各県毎に第８条第５項各号に掲げる事項のうち必要な活動を行うためのワーキ

ンググループを置くことができる。 

２ ワーキンググループの運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（事務局） 

第１０条 本会の事務局は、中国地方整備局用地部用地企画課に置く。 

２ 事務局長は、中国地方整備局用地部用地企画課長をもってこれにあてる。 

３ 事務局は本会運営のための事務を行う。 

 

（その他） 

第１１条 この規約に定めるもののほか、本会の運営等に関し必要な事項は、会長が別に定める。

 

  

 

【新設】 

 

 

 

（総会） 

第６条 総会は、通常総会及び臨時総会とし、会長が招集する。なお、構成員をもって構成する。 

２ 通常総会は、毎年１回会長の定める時期に開催する。 

３ 臨時総会は、会長が必要と認めるときに開催する。 

４ 会長が必要と認めるときは、準構成員等の構成員以外の者に出席を求めることができる。 

５ 本規約の改正及び構成員の加入その他本会の会務に関する重要な事項については、総会で決定

する。 

 

（幹事会） 

第７条 総会の下に幹事会を置く。 

２ 幹事会の構成員は、会長が指名する。 

３ 幹事会の開催は、必要に応じて会長が決定する。 

４ 会長が必要と認めるときは、幹事会構成員以外の者に出席を求めることができる。 

５ 幹事会は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 本会の活動内容の調整及び執行に関する事項 

二 総会に提出する事案に関する事項 

三  総会が幹事会に委任した事項 

四 前各号に掲げるもののほか、会務の執行に関する事項 

 

（ワーキンググループ） 

第８条 幹事会は、各県毎に第７条第５項各号に掲げる事項のうち必要な活動を行うためのワーキ

ンググループを置くことができる。 

２ ワーキンググループの運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（事務局） 

第９条 本会の事務局は、中国地方整備局用地部用地企画課に置く。 

２ 事務局長は、中国地方整備局用地部用地企画課長をもってこれにあてる。 

３ 事務局は本会運営のための事務を行う。 

 

（その他） 

第１０条 この規約に定めるもののほか、本会の運営等に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
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※赤字下線部分が今回改正箇所                                              

 

改正 

 

現行 

 

附 則 

 この規約は、平成３１年２月１２日から施行する。 

 この規約は、令和４年７月２６日から施行する。 

 この規約は、令和８年○月○日から施行する。 注：総会の開催日とする。 

 

 

（別表１） 

中国地区土地政策推進連携協議会構成員 

１．行政機関 

名  称 備 考

国土交通省中国地方整備局長 会長 

国土交通省中国地方整備局用地部長 副会長 

国土交通省中国地方整備局建政部長  

法務省広島法務局長  

法務省広島法務局民事行政部長  

財務省中国財務局管財部長  

農林水産省中国四国農政局経営・事業支援部長  

鳥取県県土整備部長  

島根県土木部長  

岡山県土木部長  

広島県土木建築局長  

山口県土木建築部長  

岡山市都市整備局長  

広島市都市整備局長  

 

２．関係団体 

名  称 備 考

中国地方弁護士会連合会理事長  

日本司法書士会連合会中国ブロック会会長  

中国不動産鑑定士協会連合会会長  

日本行政書士会連合会中国地方協議会会長  

日本土地家屋調査士会連合会中国ブロック協議会会長  

（一社）日本補償コンサルタント協会中国支部支部長  

（公社）鳥取県宅地建物取引業協会  

（公社）島根県宅地建物取引業協会  
 

 

附 則 

 この規約は、平成３１年２月１２日から施行する。 

 この規約は、令和４年７月２６日から施行する。 

 

 

 

（別表１） 

中国地区土地政策推進連携協議会構成員 

１．行政機関 

名  称 備 考 

国土交通省中国地方整備局長 会長 

国土交通省中国地方整備局用地部長  

国土交通省中国地方整備局建政部長  

法務省広島法務局長  

法務省広島法務局民事行政部長  

財務省中国財務局管財部長  

農林水産省中国四国農政局経営・事業支援部長  

鳥取県県土整備部長  

島根県土木部長  

岡山県土木部長  

広島県土木建築局長  

山口県土木建築部長  

岡山市都市整備局長  

広島市都市整備局長  

 

２．関係団体 

名  称 備 考 

中国地方弁護士会連合会理事長  

日本司法書士会連合会中国ブロック会会長  

中国不動産鑑定士協会連合会会長  

広島県行政書士会会長  

日本土地家屋調査士会連合会中国ブロック協議会会長  

（一社）日本補償コンサルタント協会中国支部支部長  

（公社）鳥取県宅地建物取引業協会  

（公社）島根県宅地建物取引業協会  
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※赤字下線部分が今回改正箇所                                              

 

改正 

 

現行 

 

名  称 備 考

（公社）岡山県宅地建物取引業協会  

（公社）広島県宅地建物取引業協会  

（公社）山口県宅地建物取引業協会  

（公社）全日本不動産協会鳥取県本部  

（公社）全日本不動産協会島根県本部  

（公社）全日本不動産協会岡山県本部  

（公社）全日本不動産協会広島県本部  

（公社）全日本不動産協会山口県本部  
 

 

名  称 備 考 

（公社）岡山県宅地建物取引業協会  

（公社）広島県宅地建物取引業協会  

（公社）山口県宅地建物取引業協会  

（公社）全日本不動産協会鳥取県本部  

（公社）全日本不動産協会島根県本部  

（公社）全日本不動産協会岡山県本部  

（公社）全日本不動産協会広島県本部  

（公社）全日本不動産協会山口県本部  
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中国地区土地政策推進連携協議会幹事 新旧対照表 

 

※赤字下線部分が今回改正箇所                                              

 

改正 

 

現行 

 

中国地区土地政策推進連携協議会幹事 

 

名  称 備 考

国土交通省中国地方整備局用地部用地補償・土地調整管理官 座 長

国土交通省中国地方整備局建政部計画管理課長  

法務省広島法務局民事行政部首席登記官（不動産登記担当）  

法務省広島法務局民事行政部不動産登記部門統括登記官  

財務省中国財務局管財部国有財産調整官  

農林水産省中国四国農政局経営・事業支援部農地政策推進課長  

鳥取県県土整備部県土総務課用地室長  

島根県土木部用地対策課長  

岡山県土木部参与（用地担当）  

広島県土木建築局用地課長  

山口県土木建築部監理課長  

岡山市都市整備局道路部道路計画課長  

広島市都市整備局都市整備調整課長  

広島市道路交通局用地部用地監理担当課長  
 

 

中国地区土地政策推進連携協議会幹事 

 

名  称 備 考 

国土交通省中国地方整備局用地部長 座 長 

国土交通省中国地方整備局用地部用地補償・土地調整管理官  

国土交通省中国地方整備局建政部計画管理課長  

法務省広島法務局民事行政部首席登記官（不動産登記担当）  

法務省広島法務局民事行政部不動産登記部門統括登記官  

財務省中国財務局管財部国有財産調整官  

農林水産省中国四国農政局経営・事業支援部農地政策推進課長  

鳥取県県土整備部県土総務課用地室長  

島根県土木部用地対策課長  

岡山県土木部参与（用地担当）  

広島県土木建築局用地課長  

山口県土木建築部監理課長  

岡山市都市整備局道路部道路計画課長  

広島市都市整備局都市整備調整課長  

広島市道路交通局用地部用地監理担当課長  
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